
２ この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の申請に係る

手数料について適用し、同日前にされた申請に係る手数料については、なお従前

の例による。 

 

 

 

 

 

提案理由 

 山梨県手数料条例等の一部改正に鑑み、保健所が所管する事務に係る手数料の額

の改定を行うについては、この条例を制定する必要がある。これが、この条例案を

提出する理由である。 

 

議案第１０８号 

 

   甲府市建築基準法施行条例の一部を改正する条例制定について 

 甲府市建築基準法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和８年９月４日提出 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

   甲府市建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

 甲府市建築基準法施行条例（昭和５４年１２月条例第３７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表中第１８号の９を第１８号の１１とし、第１８号の６から第１８号の８まで

を２号ずつ繰り下げ、第１８号の５の次に次のように加える。 

⒅の６ 法第６０条の４第１項

第３号の規定に基づく特定業

務施設等誘導地区内における

建築物の容積率又は建築面積

に関する制限の適用除外に係

る許可の申請に対する審査 

特定業務施設等誘導地区

内における建築物の容積

率又は建築面積に関する

制限の適用除外に係る許

可申請手数料 

１７万５，０００

円 

⒅の７ 法第６０条の４第２項

ただし書の規定に基づく特定

業務施設等誘導地区内におけ

る建築物の高さに関する制限

の適用除外に係る許可の申請

に対する審査 

特定業務施設等誘導地区

内における建築物の高さ

に関する制限の適用除外

に係る許可申請手数料 

１７万５，０００

円 

別表第３７号中「第１３７条の１２第６項」を「第１３７条の１２第１１項」に

改め、同表第３８号中「第１３７条の１２第７項」を「第１３７条の１２第１２

項」に改める。 
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附 則 

この条例中別表第３７号及び第３８号の改正規定は公布の日から、その他の改正

規定は都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３号）附則

第１条に規定する公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定め

る日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

 

 

 

 

 

提案理由 

建築基準法の一部改正に伴い、特定業務施設等誘導地区内における建築物に関す

る新たな事務に係る手数料を定める等については、この条例を制定する必要があ

る。これが、この条例案を提出する理由である。 

議案第１０９号 

 

   甲府市建築基準法施行条例等の一部を改正する条例制定について 

 甲府市建築基準法施行条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和８年９月４日提出 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

   甲府市建築基準法施行条例等の一部を改正する条例 

 （甲府市建築基準法施行条例の一部改正） 

第１条 甲府市建築基準法施行条例（昭和５４年１２月条例第３７号）の一部を次

のように改正する。 

              「          「 

第２８条の２第１項の表中 ７，０００円  を ８，０００円 に、 

                       」          」 

「１万２，０００円」を「１万３，０００円」に、「１万９，０００円」を「２

万１，０００円」に、「５万３，０００円」を「５万９，０００円」に、「１０

万１，０００円」を「１１万３，０００円」に、「１４万３，０００円」を

「１６万円」に、「２０万８，０００円」を「２３万２，０００円」に、「２６

万７，０００円」を「２９万８，０００円」に、「５１万９，０００円」を

「５７万９，０００円」に改める。 

  第２８条の３第１項第１号中「２万３，０００円」を「２万６，０００円」

に、「１万３，０００円」を「１万５，０００円」に改め、同項第２号中「１万

２，０００円」を「１万３，０００円」に、「８，０００円」を「９，０００

円」に改め、同条第２項第１号中「１万７，０００円」を「１万９，０００円」

に改め、同項第２号中「１万円」を「１万１，０００円」に改める。 

  第２８条の４第１項の表中「１万６，０００円」を「１万８，０００円」に、

「１万９，０００円」を「２万１，０００円」に、「２万５，０００円」を
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